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第２章　第１節

震災の記録
section

01
比率が高いことが分かる。一部損壊の中でも、棟瓦の損壊な

ど屋根に被害を受けた家屋が多くの割合を占めた。

　この要因は、次のとおり鳥取県中部地震の地震動の特性に

あると分析されている。一般的な木造家屋は、固有周期が0.3

秒～ 0.5秒程度であり、この周期の地震動に共振して初期的

な被害を受ける。それによって構造が弱くなるため固有周期

が長周期化し、周期0.5秒～３秒帯域の地震動により倒壊に

至ると考えられている。

　一方、鳥取県中部地震の地震動は、0.4秒以下の短周期の

レベルは大被害を生じた地震動に匹敵しており、棟瓦の落下

や壁の亀裂、崩壊などが広範囲に生じたと考えられる。一方、

周期0.5秒以上の地震動が小さく倒壊に至った建造物が比較

的少なくなったと思われる。（鳥取大学工学研究科 香川敬生

教授著 「2016年10月21日鳥取県中部の地震（M6.6）について」）

施設区分 個所数 主な被害内容 被害額
農地（水田・畑） 180個所 水田・畑石積み崩壊、のり面崩壊、芝畑の液状化 180,970千円

農業用施設 437個所 法面・路面の亀裂、パイプラインの漏水、法面・路肩の崩壊、施設の地盤沈下。 531,016千円

共同利用施設
（選果場、集荷場、加工施設、倉庫等） 22個所 建物破損、機械破損 497,554千円

林道 12路線 法面の崩落、路面の段差 41,516千円
特用林産施設（椎茸） 3個所 ほだ木の転倒、ビニールハウス破損 915千円
漁業施設 2個所 外壁一部崩落、配管の破裂 775千円
個人施設
（農産物出荷調整施設、畜産施設） 73個所 施設、機械の破損 121,684千円

合計 1,374,430千円

公共土木施設被害

　県管理施設等において60個所、1,054,000千円、市町管理施

設等において67個所、1,174,700千円の被害が発生した。

公共土木施設被害（国土交通省・農林水産省林野庁分）

工事
都道府県工事 市町村工事

個所数 金額 個所数 金額
河川 5個所 158,000千円 1個所 26,000千円
海岸（その他） 1個所 50,000千円
砂防設備 1個所 7,000千円
道路 49個所 764,000千円 45個所 231,300千円
橋梁 3個所 9,600千円
港湾 2個所 10,000千円
下水道 1個所 35,000千円 17個所 457,800千円
公園 1個所 450,000千円
治山施設 1個所 30,000千円

合計 60個所 1,054,000千円 67個所 1,174,700千円

非住家・公共建物・文教施設被害

　中部５市町を中心に全壊106棟、半壊210棟、一部損壊4,418

棟の被害が発生した。

　特徴的な被害として、以下のような被害が発生した。

○倉吉未来中心の被害

倉吉市未来中心では、エントランス付近の天井の崩落や

ホールの舞台設備損傷、建物を支える柱脚の損傷などの被害

が発生した。幸いにも落下物によるけが人等は出なかった。

復旧が完了するなど、利用可能となった施設から順次利用を

再開し、平成29年４月30日（日）に全館再開となった。

○学校給食センターの被害

倉吉市学校給食センターでは天井崩落により給食が作れな

くなる被害が発生した。倉吉市内のほとんどの小中学校では

翌週の10月24日（月）から授業が再開されたが、約１週間は

農林水産被害
　農業関係被害を中心として、1,437,926千円（平成28年12月16日時点）の農林水産被害が発生した。

地震によって崩壊した住家

○農林水産施設等の被害

【被害額】63,496千円　【規模】8.88ha

【市町】鳥取市、倉吉市、三朝町、湯梨浜町、

　琴浦町、北栄町、南部町

○農作物の被害

梨（王秋、あたご等）・柿の落果被害が発生した。
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農林水産施設等の被害

市町村名 最大 
震度

人的被害 住家被害 非住家被害
負傷者（人） 全壊 

（棟）
半壊 

（棟）
一部破損 
（棟）

公共建物 その他
重傷 軽傷 全壊（棟） 半壊（棟） 全壊（棟） 半壊（棟）

鳥取市 ５強 1 1 1 210 
米子市 ４
倉吉市 ６弱 5 9 4 246 9,190 49 156 
境港市 ４ 1 1 
岩美町 ３ 1 1 
若桜町 ３
智頭町 ４
八頭町 ４
三朝町 ５強 1 7 1,111 3 

湯梨浜町 ６弱 1 17 1,858 
琴浦町 ５弱 1 1 455 
北栄町 ６弱 1 4 13 40 2,236 57 51 

日吉津村 ５弱 6 
大山町 ４
南部町 ４
伯耆町 ４ 10 
日南町 ４
日野町 ４
江府町 ４

計 8 17 18 312 15,078 0 0 106 210 

県内被害

資料：鳥取県被害報第100報（平成30年3月20日現在）

鳥取県中部地震　被害状況一覧

全国被害

災害救助法の適用

被災者生活再建支援法の適用

資料：消防庁被害報第38報（平成30年３月22日現在）			 
　　　文部科学省被害情報第６報（平成28年11月１日現在）			
　　　農林水産省被害状況（平成29年10月16日現在）			 
　　　国土交通省災害情報第11報（平成28年12月21日現在）

※他の都道府県での適用なし			 
			 
資料：内閣府被害報（平成28年12月21日現在）			 

※他の都道府県での適用なし			 
		
資料：内閣府（平成28年12月26日現在）	

区分 単位 鳥取県 岡山県 島根県 広島県 大阪府 兵庫県 合計

人的被害

死者 人 0 
行方不明者 人 0 

負傷者
重傷 人 8 1 9 
軽傷 人 17 2 1 3 23 

住家被害
全壊 棟 18 18 
半壊 棟 312 312 
一部破損 棟 15,078 17 15,095 

非住家被害
公共建物 棟 0 
その他 棟 316 1 317 

文教施設被害

国立学校施設 校 2 1 1 4 
公立学校施設 校 65 10 75 
私立学校施設 校 16 16 
社会教育・体育・文化施設等 施設 26 3 29 
文化財等 件 28 3 2 1 1 35 

農作物等

農作物等 ha 9 9 
農業用ハウス等 件 58 58 
畜舎等 件 15 15 
共同利用施設 件 22 22 

農地・農業用施設関係
農地 箇所 180 180 
農業用施設等 箇所 430 430 

林野関係

林地荒廃 箇所 5 5 
治山施設 箇所 1 1 
林道施設等 箇所 29 29 
特用林産施設等 件 3 3 

水産関係 共同利用施設 件 2 2 

土砂災害
土石流等 件 2 2 
がけ崩れ 件 23 23 

鳥取県（適用日：10 月 21 日） 倉吉市、三朝町、湯梨浜町、北栄町

鳥取県
倉吉市 適用基準（支援法施行令）：第 1 条第 1 号　　適用日（決定日）：10 月 21 日（12 月 26 日）

北栄町 適用基準（支援法施行令）：第 1 条第 2 号　　適用日（決定日）：10 月 21 日（11 月 28 日）
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２　被災宅地の応急危険度判定
　地震により被災した宅地について、２次災害を防止し住民

の安全を確保するため、被災宅地危険度判定を実施した。県

内での判定活動は平成12年の鳥取県西部地震以来２度目とな

る。

　地震発生直後、被災市町では公共施設の被災や避難所業務

等の対応に追われており、県となかなか連絡がとれず、宅地

被害の状況が正確に把握できなかった。このため、被災当日

に県職員判定士による先遣隊を現地へ派遣して宅地被害の情

報収集を行うとともに、被災市町に代わって県が被災宅地危

険度判定実施本部の立ち上げ・運営を行った。

　判定実施エリアは、先遣隊からの情報を基に、宅地被害が

大きかった倉吉市、北栄町、湯梨浜町、三朝町の１市３町と

し、実施本部は中部総合事務所講堂に設置。同年４月に発生

した平成28年熊本地震での活動経験を活かして迅速に判定体

制を整え、地震発生の翌日10月22日より判定活動に着手した。

　活動初期段階では宅地被害の全容が把握できず、想定判定

件数を約１万件と推計（判定活動着手後、日を追う毎に徐々

に宅地被害の全容が判明していき、最終的には約５千件に修

正）。県職員の判定士のみでは不足することが明らかであっ

たことから、県内市町村及び民間判定士のほか、当時、被災

宅地危険度判定連絡協議会の中国・四国ブロック幹事であっ

た岡山県を通じて、中国・四国の各県・政令市に判定士の応

援派遣を要請した。

　判定活動には県内外の判定士延べ621人・日の判定士が参

加し、計4,898件の宅地を判定。地震発生から８日後には当

初予定していた宅地の判定を終了し、その他判定の要請の

判定数

累計
赤

（危険宅地）
黄

（要注意宅地）
青

（調査済宅地）
青

（簡易判定※）

倉吉市 553 113 158 88 194

北栄町 2,000 22 104 127 1,747

湯梨浜町 724 10 27 17 670

三朝町 1,603 83 99 86 1,335

小計 4,880 228 388 318 3,946

農漁業施設 18 0 1 4 13

合計 4,898 228 389 322 3,959

※簡易判定＝目視により安全であると確認できる宅地に適用する判定

班
延べ人数

鳥取県 県内市町村 県外自治体
（※） 県内民間 合計

10月22日
～

11月4日
201 251 74 287 9 621

※島根県、岡山県、広島県、山口県、徳島県、香川県、愛媛県、高知県、
　広島市、岡山市ほか

被災宅地の応急危険度判定結果

被災宅地の応急危険度判定体制

判定活動状況（倉吉市福光）

判定ステッカーの貼り付け

あった宅地についても14日後の11月４日までに全ての判定を

終えた。

　判定結果は青判定が大多数を占めており判定対象エリアが

過大であった印象を受けるが、これは住民の方の安心や、避

難所から安全な住宅への早期帰宅のため、一見被害程度の小

さい宅地であっても悉皆的に調査を行った結果である。

〔判定活動の概要〕

　（1）活動期間：平成28年10月21日（金）～ 11月４日（金）

　　　※発災から８日後の10月29日（土）には、予定してい

　　　　たエリアの判定を完了。

　　　　10月30日（日）～ 11月４日（金）は各市町より追

　　　　加要請を受けた箇所の判定を随時実施。

　（2）判定箇所：倉吉市、北栄町、湯梨浜町、三朝町

　（3）�調査人員：延べ621名（うち県外からの応援延べ287名）

判定
件数

参加
判定士数危険 要注意 調査済

倉吉市 510 100 295 115 90

三朝町 1,748 67 315 1,366 107

湯梨浜町 720 20 98 602 57

北栄町 4,333 106 501 3,726 196

計 7,311 293 1,209 5,809 450

被災建築物の応急危険度判定結果
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市町村災害対策本部の設置状況

　県内各市町村においても、19市町村すべてで災害対策本部

が設置された。

市町村名
災害対策本部

設置 廃止
鳥取市 10月21日　14:07 12月31日　24:00
米子市 10月21日　14:07 11月 7日　13:00
倉吉市 10月21日　14:40 12月31日　24:00
境港市 10月21日　14:20 11月 4日　13:00
岩美町 10月21日　14:30 12月28日　 9:00
若桜町 10月21日　14:26 10月22日　13:00
智頭町 10月21日　14:10 12月27日　12:00
八頭町 10月21日　14:25 1月10日　 8:30
三朝町 10月21日　14:10 4月 1日　 8:30
湯梨浜町 10月21日　14:10 12月31日　16:10
琴浦町 10月21日　14:30 11月 4日　17:15
北栄町 10月21日　14:07 11月21日　14:00
日吉津村 10月21日　14:15 12月28日　10:15
大山町 10月21日　14:10 1月 4日　 8:30
南部町 10月21日　14:15 1月 4日　 9:00
伯耆町 10月21日　14:10 12月28日　17:15
日南町 10月21日　14:20 12月27日　12:00
日野町 10月21日　14:10 11月 4日　16:00
江府町 10月21日　14:15 12月29日　12:00

各市町村の災害対策本部設置状況

住民避難の状況

　地震発生直後から、住宅等に被害を受けた多くの住民が避

難所に避難した。ピーク時の市町村別避難者数は、倉吉市が

最も多く、次いで湯梨浜町、三朝町、北栄町が多かった。

（１）最大避難者数　2,980人（６市町）・・・10月21日21時

　 　避難所最大開設数　51箇所（２市５町）・10月22日16時

（２）避難期間　　　　10月21日～ 12月16日

　 　避難所開設期間　10月21日～ 12月22日

上段：避難者数（人）　下段：避難所数（箇所）

市町村名
10月21日 22日 23日 24日 25日 26日 27日 28日 29日 30日 31日
21:00 7:00 11:00 13:00 16:00 20:00

鳥取市 3 3 0 0
[2] [1] [1] [0]

倉吉市 1,921 1,921 1,921 1,039 979 1,163 1,163 505 448 413 386 386 253 248 238
[18] [18] [18] [18] [18] [18] [18] [19] [19] [18] [18] [18] [18] [17] [17]

三朝町 360 369 363 284 199 199 187 54 42 29 16 14 9 22 12
[7] [9] [10] [10] [10] [10] [10] [9] [2] [3] [3] [3] [2] [2] [2]

湯梨浜町 384 345 61 61 74 118 131 56 57 38 38 24 15 16 5
[11] [11] [11] [11] [11] [11] [11] [10] [3] [3] [2] [2] [2] [2] [2]

琴浦町 70 37 9 5 7 7 6 4 0
[4] [4] [4] [4] [4] [4] [4] [4] [0]

北栄町 242 187 84 72 65 91 102 37 34 36 30 28 28 29 27
[4] [4] [4] [3] [3] [3] [3] [3] [3] [3] [3] [3] [3] [3] [3]

伯耆町 0 0 0
[4] [4] [0]

合計 2,980 2,862 2,438 1,461 1,324 1,578 1,589 656 581 516 470 452 305 315 282
[50] [51] [48] [46] [46] [46] [46] [45] [27] [27] [26] [26] [25] [24] [24]

住民避難状況の推移

市町村名 11月1日 2日 3日 4日 5日 6日 7日 8日 9日 10日 11日 12日 13日 14日 15日 16日 17日 18日 19日 20日 21日 22日 23日 24日 25日 26日 27日 28日 29日 30日
倉吉市 192 191 169 147 132 114 102 91 61 51 41 37 31 28 28 27 19 15 15 15 15 15 0 14 12 0 0 4 0 3

[17] [17] [17] [17] [17] [17] [17] [17] [7] [8] [7] [7] [7] [7] [7] [7] [7] [1] [1] [1] [1] [1] [1] [1] [1] [1] [1] [1] [1] [1]
三朝町 8 4 4 0 0 0 0 0 0

[2] [2] [2] [1] [1] [1] [1] [1] [0]
北栄町 24 22 21 18 17 17 12 12 12 12 9 9 6 6 6 6 6 3 3 3 0 0

[3] [2] [2] [1] [1] [1] [1] [1] [1] [1] [1] [1] [1] [1] [1] [1] [1] [1] [1] [1] [1] [0]
合計 224 217 194 165 149 131 114 103 73 63 50 46 37 34 34 33 25 18 18 18 15 15 0 14 12 0 0 4 0 3

[22] [21] [21] [19] [19] [19] [19] [19] [8] [9] [8] [8] [8] [8] [8] [8] [8] [2] [2] [2] [2] [1] [1] [1] [1] [1] [1] [1] [1] [1]

市町村名 12月1日 2日 3日 4日 5日 6日 7日 8日 9日 10日 11日 12日 13日 14日 15日 16日 17日 18日 19日 20日 21日 22日
倉吉市 2 2 0 0 2 2 2 2 2 0 0 2 2 2 2 0 0 0 0 0 0 0

[1] [1] [1] [1] [1] [1] [1] [1] [1] [1] [1] [1] [1] [1] [1] [1] [1] [1] [1] [1] [1] [0]

※１日に複数回の集計を行っている場合は、基本的にその日の最大の数値を計上した。

避難所では県内外業者から提供された食料が配られた

鳥取県中部地震　住民避難関係状況一覧
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第２章　第１節

震災の記録
section

01

物資調達

　県及び各市町村の連携備蓄や県内外業者からの調達等によ

り、被災市町の避難所へ食事（弁当や備蓄食、離乳食）、飲料水、

毛布などの物資を提供した。

　発災当日は、夕食まで短時間であったので、県及び市町村

で県内業者からおにぎりやパン等を調達するとともに、不足

する場合に備えて市町村で備蓄していたアルファ化米などを

多めに提供したほか、湯梨浜町の要請によって離乳食の提供

を行った。

　発災翌日以降は、県が一括して弁当等の調達を行い、温か

い食事のニーズに応えるため、10月30日の朝食からカップ味

噌汁やスープなども調達した。

　毛布は、被災市町の備蓄に加えて、発災当日から県内市町

村備蓄の300枚、県備蓄の3,000枚を提供し、避難者3,000人に

対して１人あたり２枚以上を配布できるよう手配を行った。

　また、気温の低下に伴い倉吉市から避難所で使用するス

トーブの要請を受けて、発災翌日から48台（予備を含む。）

を県で調達して支援を行ったほか、避難所の環境整備のため、

間仕切り段ボール2,250枚、段ボールベッド180床を県で調達

し、倉吉市、湯梨浜町、北栄町に提供した。

　被災家屋の屋根の修繕等に使用するブルーシートについて

のニーズも大きく、県・市町村の備蓄、事業者からの調達

に加えて、徳島県、熊本県、関西広域連合、中国地方知事

会、中国地方整備局等からも支援を受けて、ブルーシート約

４万４千枚及び固定用ロープや土のうを供給した。

鳥取県職員の応援派遣・他県職員等の応援受入れ

「災害時緊急支援チーム」の派遣

　鳥取県西部地震の際の教訓により制度化した次長級・課長

級の職員（リーダー）、土木技師、建築技師、保健師、事務

要員の１チーム５名で構成する支援チームを発災当日から被

災市町に派遣し、市町村の災害応急対策の実施を支援した。

避難勧告等の発令状況

【派遣状況（10月21日～）】

・倉吉市：東部５名、西部５名

・湯梨浜町：東部６名

・北栄町：西部５名

情報連絡員（リエゾン）の派遣

　倉吉市、湯梨浜町、北栄町、三朝町、琴浦町に県職員によ

る情報連絡員（リエゾン）を発災当日から11月21日まで継続

して派遣し、情報収集、県・市町村災害対策本部等の連絡調

整等を行った。

専門職職員（土木技師、建築技師、農業土木技師、保健師等）

の派遣

　発災当初の初動４日間（10月21日～ 24日）を中心として、

県の専門職職員を被災市町に派遣し、災害応急対応に当たっ

ての技術的な支援を行った。

【派遣状況】

　土木技師：宅地危険度判定士３名、技術的な支援のための

職員２名を発災当日から派遣。10月22日から11

月４日にかけて延べ251名を派遣した。

※この他、市町村有公共土木施設の復旧に向け

た技術的支援やアドバイスを土木技師等によ

り実施。

　建築技師：応急危険度判定士として、建築士を発災当日か

ら６名派遣（派遣翌日から判定開始）。10月22

日から29日にかけて延べ39名を派遣した。

　農業土木技師：重要ため池等の点検のため、24名を発災翌日か

ら派遣。10月22日から11月15日にかけて延べ52

名を派遣した。

　保 健 師：10月22日から23日にかけて16名／日を派遣。10月

22日から11月５日にかけて延べ96名を派遣した。

市町村名 区分 発令対象 発令日時 解除日時 発令事由

倉吉市 避難勧告 生竹地区
３世帯11名 10月26日 15:00 12月1日 9:00 今後、強い地震が発生した際に配水塔が倒壊す

る恐れがあるため。

三朝町

避難勧告 三朝地区
１世帯２名 10月28日 9:00 12月27日 11:00

地震により地盤が極めて不安定であること。
また、対象地域に接する斜面に亀裂が入ってお
り、降雨・余震による地滑りで家屋崩壊の危険
性があるため。

避難勧告 牧地区
１世帯１名 10月28日 9:00 12月27日 15:00

地震により地盤が極めて不安定であること。
また、対象地域に接する斜面に亀裂が入ってお
り、降雨・余震による地滑りで家屋崩壊の危険
性があるため。

合計 ５世帯14名
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２　被災宅地の応急危険度判定
　地震により被災した宅地について、２次災害を防止し住民

の安全を確保するため、被災宅地危険度判定を実施した。県

内での判定活動は平成12年の鳥取県西部地震以来２度目とな

る。

　地震発生直後、被災市町では公共施設の被災や避難所業務

等の対応に追われており、県となかなか連絡がとれず、宅地

被害の状況が正確に把握できなかった。このため、被災当日

に県職員判定士による先遣隊を現地へ派遣して宅地被害の情

報収集を行うとともに、被災市町に代わって県が被災宅地危

険度判定実施本部の立ち上げ・運営を行った。

　判定実施エリアは、先遣隊からの情報を基に、宅地被害が

大きかった倉吉市、北栄町、湯梨浜町、三朝町の１市３町と

し、実施本部は中部総合事務所講堂に設置。同年４月に発生

した平成28年熊本地震での活動経験を活かして迅速に判定体

制を整え、地震発生の翌日10月22日より判定活動に着手した。

　活動初期段階では宅地被害の全容が把握できず、想定判定

件数を約１万件と推計（判定活動着手後、日を追う毎に徐々

に宅地被害の全容が判明していき、最終的には約５千件に修

正）。県職員の判定士のみでは不足することが明らかであっ

たことから、県内市町村及び民間判定士のほか、当時、被災

宅地危険度判定連絡協議会の中国・四国ブロック幹事であっ

た岡山県を通じて、中国・四国の各県・政令市に判定士の応

援派遣を要請した。

　判定活動には県内外の判定士延べ621人・日の判定士が参

加し、計4,898件の宅地を判定。地震発生から８日後には当

初予定していた宅地の判定を終了し、その他判定の要請の

判定
件数 赤

（危険宅地）
黄

（要注意宅地）
青

（調査済宅地）
青

（簡易判定※）

倉吉市 553 113 158 88 194

北栄町 2,000 22 104 127 1,747

湯梨浜町 724 10 27 17 670

三朝町 1,603 83 99 86 1,335

小計 4,880 228 388 318 3,946

農漁業施設 18 0 1 4 13

合計 4,898 228 389 322 3,959

※簡易判定＝目視により安全であると確認できる宅地に適用する判定

班
延べ人数

鳥取県 県内市町村 県外自治体
（※） 県内民間 合計

10月22日
～

11月4日
201 251 74 287 9 621

※島根県、岡山県、広島県、山口県、徳島県、香川県、愛媛県、高知県、
　広島市、岡山市ほか

被災宅地の応急危険度判定結果

被災宅地の応急危険度判定体制

判定活動状況（倉吉市福光）

判定ステッカーの貼り付け

あった宅地についても14日後の11月４日までに全ての判定を

終えた。

　判定結果は青判定が大多数を占めており判定対象エリアが

過大であった印象を受けるが、これは住民の方の安心や、避

難所から安全な住宅への早期帰宅のため、一見被害程度の小

さい宅地であっても悉皆的に調査を行った結果である。

〔判定活動の概要〕

　（1）活動期間：平成28年10月21日（金）～ 11月４日（金）

　　　※発災から８日後の10月29日（土）には、予定してい

　　　　たエリアの判定を完了。

　　　　10月30日（日）～ 11月４日（金）は各市町より追

　　　　加要請を受けた箇所の判定を随時実施。

　（2）判定箇所：倉吉市、北栄町、湯梨浜町、三朝町

　（3）�調査人員：延べ621名（うち県外からの応援延べ287名）

判定
件数

参加
判定士数危険 要注意 調査済

倉吉市 510 100 295 115 90

三朝町 1,748 67 315 1,366 107

湯梨浜町 720 20 98 602 57

北栄町 4,333 106 501 3,726 196

計 7,311 293 1,209 5,809 450

被災建築物の応急危険度判定結果

34

第２章

被災者の住宅・生活再建支援
section

02

市町村名 交付対象数
住家被害に係るもの 住家被害以外のもの

交付数合計
全壊 半壊 一部破損 小計 全壊 半壊 一部破損 小計

鳥取市 226 1 3 243 247 10 10 257 

米子市 46 43 43 3 3 46 

倉吉市 11,461 5 322 9,971 10,298 42 108 1,989 2,139 12,437 

境港市 12 12 12 12 

岩美町 1 1 1 1 

三朝町 1,334 7 1,154 1,161 3 170 173 1,334 

湯梨浜町 1,892 11 1,759 1,770 122 122 1,892 

琴浦町 456 1 455 456 456 

北栄町 2,779 13 40 2,236 2,289 57 51 382 490 2,779 

日吉津村 6 6 6 6 

大山町 10 10 10 10 

南部町 1 1 1 1 

伯耆町 13 10 10 3 3 13 

合計 18,237 19 384 15,901 16,304 99 162 2,679 2,940 19,244 

※「交付対象数」は、り災証明書を交付した対象の数を記載している。
　（１つの建物について、提出先が異なる等の理由で３枚のり災証明書を交付した場合、交付対象数は「１」、交付数は「３」）
※上記に無被害の発行数は含まない。
　→無被害166件：倉吉市（131件）、北栄町（35件（住家12件、非住家23件））

り災証明に関する発行状況調（鳥取県中部地震に係るもの）

Ⅱ　り災証明の発行

１　り災証明の発行と被災した建築物の被害認定調査
　市町村では、被災した建築物（主に住家）について、被害

認定調査（災害により被災した建築物の「被害の程度（全壊、

半壊等）」を認定するための調査）を行い、り災証明を発行

した。り災証明は、住宅再建のための支援をはじめ、税金や

授業料などの減免、補助金や貸付金の交付、見舞金の支給な

ど、様々な手続において被害の程度を証明するために幅広く

活用されるもので、鳥取県中部地震でも多くのり災証明が発

行された。

　なお、鳥取県中部地震では鳥取県被災者住宅再建支援制度

の拡充により、り災証明により証明される被害の程度に「一

部損壊」の区分が加わることとなった。

　被害認定調査に関しては、調査が開始されるのと並行して、

10月25日には被害認定調査に係る市町村担当職員向けの説明

会を開催し、調査方法のノウハウ、資機材の事前準備や調査

計画の作成、派遣受入体制の整備などについての習熟を図っ

た。

　また、11月18日には、２次調査（外観目視調査である１次

調査で不服のあった被災者の申請に基づき、建物の内部調査

を含めた詳細な調査）に対応するため、同様に市町村担当職

員向けの説明会を開催した。説明会では、２次調査によって

１次調査より判定結果が必ずしも重くなるものではない点に

ついて被災者に十分に説明を行うことや、判定結果が軽く

なった場合でも２次調査の結果を採用すること、調査時間の

短縮が見込まれる県版の調査票を使用することについて、県

下で統一した運用をしたい旨、市町村に提案した。

　実際の調査業務については、中国・四国地方や関西広域連

合を構成する府県市を中心に数多くの応援職員の応援を受け

ながら迅速に進めることができた。

被災宅地の応急危険度判定結果


